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◆非正規労働者の失業が急増中 

厚生労働省の調査によれば、景気後退によるリストラによ

り、昨年 10 月から今年３月までに職を失う（実際に失った）

非正規労働者の数は８万 5,012 人に達する模様で、昨年 11

月末の調査時から 2.8 倍に拡大しています。また、昨年 11

月の有効求人倍率（0.76 倍）、完全失業率（3.9％）はいず

れも悪化しており、不況の深刻さを物語っています。 

連合が昨年 12 月中旬に発表した「緊急雇用実態調査」に

よれば、過去３カ月間に解雇等の雇用調整を行った企業は約

３社に１社にのぼるそうです。期間工や派遣労働者を多く雇

用している製造業ではこの傾向が特に顕著であり、約 48％

の企業が、すでに雇用調整を実施しています。 

◆厚生労働省による失業者対策 

厚生労働省は、昨年 12 月に、失業した非正規労働者に対

して、ハローワークを通じて住居費や生活費に充てるための

資金（半年で最高 180 万円）を低利で融資すると発表しま

した。また、派遣契約解除に伴う失業者の就業支援を今年か

ら強化する方針も明らかにしています。内容は、全国約 30

カ所のハローワークに専属の担当者を配置し、履歴書の書き

方や面接の受け方に関する指導、職業紹介などを行うもので

す。 

また、同省は、雇止めされた非正規労働者などが失業手当

を受給するために必要な雇用保険の加入要件について、現行

の「１年以上の雇用見込み」から「６カ月以上」に短縮する

方針も示しています。失業手当の給付日数も 60 日程度上乗

せする方針で、現在開会中の通常国会に雇用保険法の改正案

を提出し、2009 年度からの実施を目指すとしています。 

◆民間企業・自治体による失業者などの積極採用 

タクシー会社の第一交通産業（福岡県北九州市）では、雇

用の受け皿として、今年３月末までに 30 の都道府県で合計

6,000 人を運転手として採用すると発表しました。居酒屋

「白木屋」などを運営するモンテローザ（東京都武蔵

野市）でも、主に雇用調整で失業した人などを対象と

して、３月末までに最大で 500 人を正社員採用する

と発表しています。その他にも、ラーメンチェーンを

経営する幸楽苑（福島県郡山市）は店長候補として

150 人、進学塾などを経営する学究社（東京都新宿

区）は臨時職員として 100 人をそれぞれ採用すると

しています。 

同様の動きは自治体でも見られます。大分キヤノン

や東芝などの工場がある大分市では、解雇された非正

規労働者約 50 人を臨時職員やアルバイトとして採

用することを決定しています。神奈川県横浜市（約

500 人）、東京都港区（約 50 人）などでも、不況対

策として契約解除された非正規労働者を中心に臨時

職員として採用する方針を示しています。トヨタ自動

車の本社がある愛知県豊田市では、１月中旬以降に臨

時職員 100 人前後を採用するそうです。 

このように、失業者を積極的に採用する動きは今後

も広がっていきそうです。 

内定取消しによる企業名公表の基準 

◆内定取消しが急拡大 

企業による新卒者の内定取消しが大きな社会問

題となっています。厚生労働省の調査によれば、来

春に高校や大学を卒業する学生の採用内定取消件
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数は、12 月下旬時点で 172 事業所 769 人となっていま

す。この数字は、11 月の第１回調査時点（331 人）と比

較して急拡大しており、大手証券会社の破綻による影響が

出た 1998 年（1,077 人）を上回るハイペースです。産

業別では、不動産が 197 人と最多で、製造業が 187 人

で続いています。また、文部科学省は、内定取消し問題で

大学関係者らを集めて 12 月中旬に緊急対策会議を開きま

したが、大学側の調査により、国立大だけで 47 人の内定

取消しがあったことがわかっています。また、日本高等学

校教職員組合の緊急調査では、採用内定を取り消された高

校生が全国で 73 人（12 月 19 日現在）にのぼっていま

す。 

◆内定取消しが認められる場合とは？ 

大日本印刷事件（最高裁昭和 54 年７月 20 日判決）で

は、内定取消しが認められる場合について、「内定当時知

ることができず、また知ることを期待できないような事実

があり、それを理由に内定を取り消すことが解約権留保の

趣旨、目的に照らして客観的に合理的と認められ、社会通

念上相当として是認できる場合」に限られるとしていま

す。しかし、企業との結びつきの強弱の観点から、内定取

消しは、社会通念上相当な事情があれば、正式採用後の解

雇に比べると合理性や相当性が緩やかに認められるとい

えるでしょう。 

◆内定取消し企業名の公表基準 

厚生労働大臣の諮問機関である労働政策審議会職業安

定分科会は、１月上旬に、厚生労働省が示していた新卒者

の内定取消し企業名の公表基準について了承し、舛添厚生

労働大臣に答申しました。１月中に実施される予定の公表

基準（５項目）は以下の通りです。 

（１）２年連続で内定取消しを行った。 

（２）同一年度に 10 人以上の内定取消しを行った。 

（３）事業活動の縮小が余儀なくされていると明らかには認めら

れない。 

（４）学生に内定取消しの理由を十分に説明していない。 

（５）内定を取り消した学生の就職先の確保を行わなかった。 

昨年中に内定取消しを行った企業についても、上記の基

準に該当すれば、企業名が公表されるそうです。 

◆厚労省が平成 19 年度の集計結果を発表 

労働者派遣事業の事業運営状況については、労働者派

遣法に基づいて、各派遣元事業主から当該事業所の事業

年度ごとに「労働者派遣事業報告書」が厚生労働大臣に

提出されることになっています。 

平成 19 年度中に事業年度が終了し、報告書を提出し

た派遣元事業所（一般労働者派遣事業所 20,095 事業

所、特定労働者派遣事業所 30,014 事業所）の事業運営

状況について、厚生労働大臣が取りまとめ、昨年 12 月

下旬にその概要を発表しました。 

主なポイントは以下の通りです。 

◆派遣労働者数が過去最多を更新 

2007 年度の派遣労働者数は約 384 万人（前年度比

19.6％増。登録型派遣約 280 万人、常用型派遣約 104

万人）となり、過去最多を更新しました。派遣事業所数、

年間売上高も前年度より約２割増となっています。 

しかし、厚生労働省では、景気後退の影響による昨秋

以降の急激な「派遣切り」などの影響により、今年度は

派遣労働者等の減少を見込んでいます。 

◆派遣労働者の賃金は減少傾向 

派遣労働者の賃金については、８時間換算で、一般労

働者派遣事業においては平均 9,534 円（前年度比 9.8%

減）、特定労働者派遣事業においては平均 13,044 円（前

年度比 7.9%減）となり、いずれも減少傾向にあります。

◆紹介予定派遣の活用状況 

紹介予定派遣により労働者派遣された労働者の数は

53,413 人（前年度比 19.0%増）、紹介予定派遣で職業

紹 介 を 経 て 直 接 雇 用 に 結 び つ い た 労 働 者 の 数 は

32,497 人（前年度比 18.8%増）となり、いずれも増

加傾向にあります。 

 

派遣労働者数が過去最多に、賃金は減少傾向 


